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　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．は　じ　め　に　　　　　　　　　　　　　　　　　　‥
　春闘といえば大幅のベース・アップ方式が思い出されるのであるが，最近はそれと並んで，ある
いはそれに代わって出される個別賃金要求が目立つようになった。
　　『昭和48年版　労働白書』も個別賃金要求の解説にかなりの頁を割いている。
　個別賃金といっても労働者個人個人の賃金ではなく，代表となる労働者グループの賃金を指しで
いる。『白書』によれば，個別賃金要求のさいに代表に選ばれるのは，新規学卒入社者，中途入社
者，特定年齢労働者や年齢，勤続，学歴，扶養家族数，職種などを特定･した１人前ないし標準労働
者などの労働者グループであり，その初任給，在籍労働者全体の最低保障賃金，年齢別最低保障賃
金，および１人前ないし標準労働者の最低保障賃金について，要求が出されることが多い，とい
う（1）　ｏ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　，ｙ
’上の個別賃金要求にみられる初任給や年齢別最低保障賃金は勿論のこと，「産業別最低保障賃金
も中卒初任給とリンクしている場合が多」（’）いことから，それらは多かれ少なかれ年功賃金の枠の
なかでの要求であるということができよう。
　また，１人前ないし標準労働者の最低保障賃金については，『白書』は三つのタイプに分類して
いる。第１のタイプは，「職種ないし技能面だけで１人前ないし標準労働者を定めているもの」で,’
　「年功的要素を重視して賃金が決められる傾向の強いわが国においては，このタイプに属するもり
はきわめて少ない。」第２のタイプは，「職種ないし技能の要素をまったく考慮せず，もっぱら年齢，
勤続，学歴，家族構成など属人的要索のみによって１人前ないし標準労働者を定め七いるもの」で
あり／第３のタイプは，「職種ないし技能の要素と属人的要素の組み合せによって１人前ないし標
準労働者を設定しているもの」（3）であるが，これら二つのタイプは，ともに，年功賃金の枠のなか
にある，といえよう。，
　個別賃金要求に見られるこれらの事情は，年功賃金がその上下幅を縮小しつつあるとはいえ，依
然としてわが国の賃金構造を根強く支配していることを示している。
　労働力の価値に関する理論から年功賃金の性格を考察し，そこから生ずる種λの問題に対処じょ
うとする個別賃金要求が，それ自体年功賃金に足場を置きながら，現実の賃金情勢のなかでいかな
る役割を果たしうるかを，相場賃金の形成とベース・アップ方式との関連のなかで，明らかにして
いきたい。これが小論の目的である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　（註）
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労働省編r昭和48年版　労働白書』102ページ。
同上, 108ページ。
同上, 112―113ページ。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．年　功　賃　金
　資本主義の賃金に関する限り，横断賃率や横断賃金，あるいは同一労働同一賃金の原則を理想ｲじ
することは避けねばならないが，しかし，それらに比べると年功賃金の欠点は無数にあるといわねｰ
ばなるまい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。，
　年功制度とは，新規学卒者が本工として採用されて初任給を受け取り，定期昇給と年功昇進を経二
て，生涯雇用のもとで定年まで働き，退職金を受け取る制度であり，年功賃金とは，主として，定。
期昇給制と年功昇進制のもとでの賃金体系を指している。
　それは歴史的には，一方では潜在的過剰人口の労働力化等から生じた単身者の生活費に見合う賃
金が低い初任給として受け継がれたこと，他方では高度の生産力がもたらす労働者の欲望水準の向;’
上によって労働力の価値が大きくなったことのために，それらの両者のあいだにかけられた階段の一
形をとっている。
　年功賃金の理論を一口で表現するならば，次のようにいうことができよう。年齢別生活費，つま
り家族構成の変化等から生ずる労働力の個別的再生産費のなかで労働力の価値が成立するが，労働j
力の販売競争のもとで個別的再生産費にもとづく労働力の競争価格が生まれる。これが年功賃金で’
ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ツ
　したがって，年功賃金は，同一労働同一賃金と同じく，労働力の価値の現象形態であり，年功賃:
金のあるところに同一労働同一賃金の原則の実現の抽象的可能性が与えられている，と見なすこど
ができる。
　それは年齢別生活費にもとづく年齢別賃金であるために，初任給から上昇していく賃金のように，
見えるが，実は標準家族の生活費に対応する労働力の価値から下方に向けて崩れた賃金構造であ，
る。
　抽象的には競争価格は価値を超えることはできない。年功賃金も。抽象的には，労働力の価値を’
超えることは不可能である。したがって，中高年層の高賃金は，労働力の価値以下に組み立てられｰ
た低賃金構造の内部での相対的高賃金である。
　年功賃金が労働力の競争価格であるというとき，その競争には中小企業，臨時工，社外工等の労’
働力も参加している。しかし，それらの労働力が，生涯雇用と臨時工制度のために，大企業の本工。
労働力に転化しえないという事情のもとで，年功賃金は大企業にのみ成立してきた。
　企業間労働力移動の，この相対的制約は，年功賃金の上限が労働力の価値を超えることを可能にｰ
する。大企業の年功賃金の上限は労働力の価値を超えているであろう。
　また，企業間労働力移動の相対的制約は企業ごとに異なった上昇カーブを描く年功賃金の成立を一
許す。
　家族構成の変化による年齢別生活費の上昇は数年ごとに起こるが，それにたいして年功賃金は毎y
年，小刻みに上昇していく。そのために年功賃金は，労働力の移動を防ぐための，いわゆる足どめ･
のための勤続給と見られることがある。
　年功賃金が足どめのための勤続給であったことは否定できない。しかし，それは単なる足どめの･
ための勤続給ではなく，勤続加給の大いさが年齢別生活費の開きを基準に定められることによっ･
て，勤続給の普及がもたらす賃金の上昇を防いでいる。
　とうして年功賃金は，わが国の歴史的条件のもとでは，労働者として一生を終える者の賃金，生_
涯雇用の賃金，いわば都会型の近代的賃金として成立した。
　年功賃金は労働力の競争価格であるために，たえず低下する傾向をもち，年齢別生活費すら保障j
しなくなることがある。
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　　また，年功賃金のもとでは，労働力需要があらゆる年齢にたいして均等に作用することがなく，
　低賃金の若年層に集中するので，その賃金が上昇し，全体の賃金の上昇が阻まれる。
　。特に，若年層と競争関係にある中高年層の賃金は，初任給水準に近づき，年功賃金の上下幅が縮
　小する。こ･れは高い方への賃金の一致を企てる同一労働同一賃金の原則の趣旨に反するであろう。
　　複雑職種や職務に関しては，熟練度による賃金格差が技術の進歩とともに縮小するので，低い初
　任給から出発する年功賃金のもとでは賃金の熟練格差よりも年齢別生活費の格差の方が大きくな
　り，それらの賃金は年齢別生活費により修正・調整されることになる。職能給，あるいは日本的職
　務給といわれるもののなかにこの事実を見ることができる。
　　熟練度の低い職種や職務では賃金の熟練格差が表面に現れず，年齢別賃金におおわれてしまう。
　極端な場合には，一企業全体の賃金がいわゆる通し号俸になる。これらは完全な年功賃金である。
　多くの場合には，それぞれの職種や職務の内部に年功賃金が組み立てられる。それらは年功昇進の
　ルートによって結ばれているので，労働者削唄調な昇進を経ていくなかで，年齢にふさわしい生活
　をたどることができる。
　。極めて少数の職種や職務では，年功賃金から離れた賃金を見ることができる。これは『白書』も
　認めるように例外に近い。それらの賃金を直ちに横断賃金と呼ぶことには問題がある。わが国では
　職業別組合の歴史が断ち切られているので，横断賃金という用語は一企業内，一業種内のそれを指
　すことが多く，業種を超え，産業を超える横断賃金を問題にしない。よく例に挙げられる船員や自
　動車運転手の賃金について見るならば，前者の有資格船員の賃金は漁業等ではかなり違った様相を
　呈するし，後者の，たとえば貨物自動車の運転手の賃金は道路貨物運送業とそれ以ｸﾄの建設業等と
　のあいだに無視できぬ賃金格差をもっている。
　　わが国の場合，賃率ではなく，賃金を比較する力≒そのさいに賃金体系の違いも分析する必要が
　ある。賃金体系の違いは複雑そのものである。　横断賃金が成立していても，企業や業種によって
　は，賃金体系のなかの年功賃金的要素によって，賃金を調整しているのが見られる。
　　ただ，注意されねばならないのは，年功賃金力作配的でやっても，その底では職種・職務別賃金
　が形成されていることである。この点については，後に述べる相場賃金の理論を参考にされたい。
　・年功賃金に関するこれまでの考察は労働力の価値の具体化のなかでえられたものである。労働力
　の価値法則を無視したのではなくて，その法則の具体的現象形態の一つとして年功賃金をとらえた
　のである。
　’最後に，年功賃金と生計費原則，および刺激給との関係を述べておこう。
　　年功賃金が低賃金構造であることは，それと生計費原則との関係にも現れている。年功賃金のも
　之では，その原則は標準家族の生計費ではなく，年齢別生計費を基準にするが，これは賃金の原則
　｡というよりも，むしろ生活保護等の原則に近い。
　　年功賃金のもとでは，企業規模別，地域別，男女別，学歴別賃金等もそれと結びつくので，それ
　ごらの賃金格差は一層大きくなるが，年功賃･金が年齢別生計費を基準にするかぎり，大企業本工以外
　の労働者も年功賃金を求めるようになる。臨時工の本工への組み入れや，中小企業での年功賃金の
　普及はそれを物語っている。
゛Ｔ単功賃金の生計費原則がそのようなものである限り，最低賃金制の最低賃金額や社会保障制度の
　･給付水準は一層低く位置づけられることになる。
　　一般に年功賃金は刺激給としての性格をもたぬようにいわれているが，こめ問題は再検討される
　｡必要がある。
　　それは年齢にふさわしい生活を辛うじて可能にするもりであるので，査定昇給制のもとで極めて
　啓し,ヽ刺激給としての性格を発揮する。
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　また，年功昇進は，定員制で制限されているので，昇進に向けて労働者を強く刺激する。労働者
は順調に昇進することによって年齢に応じた生活を営々ことができる。しかも，年功賃金では，上
級管理職や高級技術職の賃金も一般労働者のそれと並べて表示されることが多い。これは労働者に
ついての概念をあいまいにし，年齢を基準にして賃金や地位を比較する傾向を生み出す。一般労働
者相互のあいだではその傾向は一層著しくなる。　それは労働者に競争へめ心理的圧迫を与える。
『白書』のいう賃金比較意識とは，別な面から見れば，競争意識のことである。
　さらに，年功賃金のカーブは企業規模や収益氾より変化するめで，企業ぐるみの生産競争に向け
て労働者を刺激する。これは企業にたいする労働者の忠誠心を掻き立てる点で，他に類を見ないも
のである。
　いわゆる科学的管理は賃金によって労働を刺激することを狙っており，一時的に賃金の向上をも
たらすことがあるが，年功賃金は，低賃金のままで，しかも刺激に必要な諸経費を節約しながら，
個人の，集団の，企業全体の労働を，比較的統制を乱すこと=なく，･刺激する。
　年功賃金の刺激給としての性格を否定する通説は誤りである。。
　したがって，企業は何らかの形で賃金体系のなかに年功賃金的要素を残すことを望むであろう
｡し，その願望は年功賃金の合法則性によって，客観的に，貰づけられている。
　他方，年功賃金のもとで長いあいだ生活してきた労働者は，たとい賃金の平均水準が上昇するこ
とがあっても，年功賃金を求め続けるに違いない。おそらく，年功賃金は，その格差を変化させな
がら，将来も受け継がれるであろう。近い将来にそれが克服される可能性は極めて小さい，といえ
よう。　　　　　　　，●
　　　　　　　　　　　　　　　　　3●相場，賃金　　　。，
　春闘における賃上げ額の相場性は昭和40年代に入って一層強められてきたが，それとともに何ら
かの基準で区分される労働者グループの個別賃金も相場賃金としての性格を強めるようになってき
た。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　昨年度の『昭和47年版　労働白書』によれば，賃金は「30歳未満の若年層については同一業種内
での平準化が著しいばかりでなく，産業全体を通じて初任給が相場化してきていることを背景に産
業をこえた平準化もかなり進んでおり，とくに20歳未満の労働者については同一業種内での格差は
ほとんどなくなってきている。 30歳以上の労働者の賃金乱労働力需給逼迫の影響が徐々に中高年
層にも及び，各年齢層において勤続年数別格差が縮小しているこ:となどにより，同一業種内におい
ては，次第に平準化が進んできている。このように，業種により程度のちがいはあるものの，30～
39歳のいわば基幹的労働者にまで同一業種内での賃金の平準化が進んできたため，それらの年齢層
については個別賃金についても相場性が出はじめていること，それとともに労働者の個別賃金比較
意識が強まっていることなどが労働組合側の個別賃金要求増大の背景にあるといえよう」と説明さ
れている。（｀）
　相場賃金を，いきなり，年齢別の相場賃金と解するならば，年功賃金と相場賃金の関係やベー
ス・アップ方式と個別賃金要求の関係を明らかにすることは困難になるであろう。
　ここでは，先ず，相場賃金とは理論的に本来，いかなるものであるかを述べ，それと年功賃金と
の関係｡を整理して把握することにしたい。　　　　　　　　　　　イ　　ｌ
　もともと，相場賃金とは，労働力の標準的な再生産費により規定される労働力の価値が，現実の
労働力の需給関係のなかでとる現象形態，つまり労働力の市場価格を指している。
　労働市場は単純労働力の市場と複雑労働力の市場に大別される。し前者では簡単労働力の価値,･後
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者では複雑労働力の価値が成立する。複雑労働力については職種・職務別に労働力の価値が成立ず
るが，熟練に互換性があるときには複数の職種・職務にわたって単一の労働力の価値が成立する。に
れらの労働力の価値の現象形態が市場価格，つまり相場賃金である。したがって，相場賃金と
は，抽象的には，職種・職務別横断賃率または横断賃金を指している。
　モのために相場賃金は，労働の質と量の面から職種・職務の相対的地位を示す，いわゆる職務序
列を乱すことなく形成される。ただし，労働力の需給関係が異常な場合には，相場賃金は職務序列
を無視して変動するであろう。　　　　　　　　　　‥
　このように相場賃金を労働力の価値に照応する賃金と見るならば，年功賃金はそれから生まれる
労働力の競争価格と見なされる。上述の年功賃金に関する理論は，こうして，一層具体化される。’
　年功賃金の支配的なわが国では，横断賃金をもつ職種・職務は限られている。一般に，職種・職
務別賃金は年功賃金のなかに埋没することが多いし，そうでなければ，それらの賃金のなかで年功
賃金が成立することになる。
　これまでの叙述で明らかなように，抽象理論に関する限り，年齢別の労働市場や相場賃金は存在
しない。相場賃金は年功賃金とは一応無関係に成立するので，それは年功序列を最初から無視して
変動する。そうして，年齢別の相場賃金が表面に現れても，その底に職種別・職務別の相場賃金か
形成されているのである。
　現在，年齢別に相場賃金が形成されるように見えるのは，職務序列が年功序列とある程度照応し
ていることと，生計費が年齢別にほぼ一定の水準を示すことのためである。
　職務序列が年功序列と照応するようになったのは，逆説のように受け取られるかもしれない力い
技術の進歩のためにいかなる年齢の労働者でも種々の職務に一適応できるようになったからである。・
そのために，わが国では，年齢の高い労働者が上級９職務に配置されているのである。
　生計費が職種や職務の違いを超えてほぼ一定の水準を示すのは，新規学卒者の初任給に始まる年
功賃金全体の低さ，特に熟練育成費等が賃金にほとんど含まれないような賃金構造全体の沈下のた
めである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　jり
　その上，年功賃金のもとでは，労働力需要が若年層に集中して作用するめで，一層年齢別の相場
賃金が目立ってくる。その賃金上昇には労働組合の力はほとんど作用していない。
　新規学卒者の大半は単純労働者であるが，それ以外の単純労働者の賃金は，上昇しつつあるとは
いえ，格差は大きい。中高年層の場合には高年齢になるほど，賃金格差が大きくなる。したがっ
て，平準化を示さないそれらは何れも相場賃金とは呼びがたいくらいである。これらの賃金は労働
組合の影響下にある在籍労働者の賃金である。
　ところで，賃金体系は基本給，年齢給，勤続給，職務給等の種々の項目から成り立つが，相場賃
金はそうした項目とは無関係に一定の金額を示す。　実は，賃金とはもどもとそういうものであっ
た。賃金体系の合理化のなかで，現在見られるように，賃金は種々の項目の上に配分されるよ似こ
なったのである。　　　　　　　　　　　　・
　したがって，相場賃金が企業に波及してくると飢企業は，とりあえず，関連職種・職務の賃金
額を相場賃金に見合うよ引こ調整することになる。そのさいに,･賃金体系のなかのいかなる項目の
賃金を増額するか，あるいは新しい項目を設けて対処するかは，複雑な問題になる。特に，相場賃
金は職務序列や年功序列とは，無関係犯変動することがあるので，その場合の手続きは一層複雑に。
なる。
　ベース・アップ方式のもとでは，個別賃金の決定について労使間で協議することは，一般に，避
けられ，労働者間で賃金源資が配分される。しがじ，このことは，労働者が個別賃金の決定に関す
る権限をもっていることを意味せず，逆に，その権限が企業側に握られていることを意味する。そ
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のような方式のもとでは，相場賃金の企業への波及は賃金体系の「合理化」をもたらすであろう。
　賃金体系の「合理化」のなかで普及してきた職能給や日本的職務給が，年功賃金とのからみ合い
もあって，明確な性格をもちえないのは当然といえよう。
　相場賃金の形成は中途採用者の初任給とその後の賃金に関しても，徐々に現れてきている。
　中途採用者の賃金は，かつては，新規学卒者の初任給水準へ極端に低下した。これはすでに述べ
た年功賃金の性格から理解されよう。
　現在，かれらの賃金は在籍労働者の賃金と比較され，調整されるようになっている。
　年功賃金は年齢別賃金であるが，それと勤統給とめ関係については先に述べておいた。中途採用
者の賃金が調整される場合に，年齢や職種・職務が考慮される反面，勤続給に関して不利な扱いを
受ける。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀’
　戦時，労働力不足のさいに，軍需産業への労働力流動化を図るために臨時工制度と年齢別賃金統
制が利用されたが，それは非軍需産業での勤統給による足どめ策に打撃を与え，しかも軍需景気に
よる賃金の名目的な上昇を喰いとめた。年功賃金のなかでの勤続給的要素の縮小は，中途採用者に
とっては，賃金の改善を意味する。しかし，それは年功賃金の中心にある年齢給的要素を強めるこ
とによって，かれらと競争している生涯雇用の労働者の賃金に影響を与えるであろう。
　ところで，企業の枠を超えた新規学卒者の初任給の上昇をはじめとする相場賃金の上昇は，生計
費原則の軽視を生みがちである。
　その傾向は，すでに昭和45年の中央最低賃金審議会の『今後における最低賃金制度のあり方につ
いて』と題する『答申』のなかに現れている。『答申』は，「最低賃金は，労働市場の実態に即しか
つ類似労働者の賃金が主たる基準となって決定されるようなおり方が望まし」いと述べ，最低賃金
法に記されている最低賃金決定の三つの原則，すなわち労働者り生計費，類似の労働者の賃金及び
通常の企業の支払能力のうち，類似労働者の賃金を特に重視している。つまり，『答申』は「労働
市場の相場賃金と密接に関連した実効性ある最低賃金」を求めている。
　この『答申』の基礎になっている昭和44年の『公益私案』では，一層明確に，「労働者の生計費
を主たる基準におく最低賃金は適切とはいえない」と述べられている。（”ここでは生計費原則は放
棄されたといってよい。相場賃金を形成する諸力のなかに企業の「支払能力」があり，それが生計
費原則の放棄を求めたのである。
　最低賃金制についてもこのように考えられているのであるから，相場賃金の形成が著しい一般の
賃金については生計費原則は軽視されつつある，と判断されよう。
　これまでの叙述では，労働力需給関係の変動による相場賃金の形成を述べてきたが，相場賃金の
理論から明らかなように，その形成の底にはインフレと欲望水準の向上による生計費の増大があ
る。年功賃金のもとでは，生計費の増大は年齢別に現れてくるが，特に中高年層の賃金については
生計費原則を軽視することは許されないであろう。したがって，生計費原則は，依然として，賃金
決定の第一の，そうして唯一の原則である。
　しかも，相場賃金は，わが国の現状では依然として，年齢別のみならず，地域別，業種別，企業
規模別，性別等に細かく形成されている。ということは，相場賃金そのものがすでに「支払能力」
によって汚染されていることを示している。もしそのような相場賃金を重視して個別賃金を決める
ならば，賃金の不当格差はますます拡大されるであろう。
　さらに，相場賃金の上昇が今後も著しければ，おそらく，企業はそれを重視することをやめるで
あろう。たとえば，所得政策は相場賃金と正面から対決するもの七ある。
’そのときには，ふたたび生計費原則が重視されることになろう。その原則は，勿論，年齢別の生
計費を指すことになるが，官庁統計による低い年齢別生計費が利用されるに違いない。それは年功
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賃金の強化にっながるであろう。
　わが国の賃金史上，相場賃金の形成と普及は次の点で大きい意義をもっている。
　先ず，相場賃金の形成によって，使用者が企業経営にさいして，賃金の世間相場を念頭に一置くよ
う強いられていることである。いかなる経営状態にあっても賃金は必ず支払われねばならぬ。その
賃金の額を相場賃金は使用者の頭に刻みこんだ。相場賃金は支払能力論を，現実面から，動揺させ
ることができる。
　しかし，相場賃金は労働力需給関係のもとで変動し続けるものである。労働者は相場賃金の額の
一部を固定し，それ以下への低下を防ぐべく努めるであろう。こうして，労働者はいかなる経営状
態にあっても必ず支払われなければならぬ賃金額を確定することになる。
　また，既存の賃金体系に相場賃金が波及してくるとき，賃金調整上の問題が生ずる。賃金源資の
粋のなかで，相場賃金を参考にして特定労働者グループの賃金を上げるならば，それだけ他のグル
ープの賃金の上昇が阻まれる。したがって，労働者は賃金を支える幾つかの支柱を求めるようにな
る。
　それらの役割を果たすものとして個別賃金要求が生まれる。その要求は相場賃金の形成と普及の
なかで生まれたのであるが，しかし，それは単に個別賃金の相場を労働者の要求のなかに生かすだ
けではなく，そこから生ずる種々の問題，特に賃金の低下傾向を防ごうとする意図をもっている。
したがって，個別賃金要求は，生計費原則を掲げることによって，支払能力論と野合しがちな相場
賃金と対決するものでもある。
　　（註）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｀　　　　　　゛
　（1）労働省編「昭和47年版　労働白書」98－99ページ。
　（2）大下―訓「現代『福祉国家』と労働組合運動―今日における改良闘争の意義と性格」堀江正規編『労働組
　　合運動の理論』第４巻，大月書店，昭和45年，70ページ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　４．ベース●アップ方式
　ベース・アップ方式は平均賃上げ額についての相場をつくり出してきた。『昭和47年版　労働
自書』は，労使が賃金の世間相場を重視する場合，「その相場とは平均賃上げ額についての相場で
あるのが一般的である」と述べている。（1）･
　この方式にたいしては，従来から，種々の批判が加えられてきた。『昭和48年版　労働白書』も，
その方式が賃金の大幅な上昇の時期に，賃金体系や個々の労働者にたいする賃金源資の配分等の複
雑な手続きと交渉を要する問題を避けたために，大幅賃上げ相場のなかで個々の労働者が受け取る
賃金額を明らかにすることができず，年齢によっては賃金の改善をアソバラソスにし，かつ賃金源
資の配分に労働者の意向を十分に反映させることが少なかった，と評している。（’）
　ここでは，先ず，ベース・アップ方式が客観的にいかなる役割を担っていたかを述べよう。
　その方式は，一律の賃上げを積み重ねることによって，賃金の絶対的格差を不変のままにおい
て，その相対的格差を縮小させ，賃金水準上昇のなかで最終的に絶対的格差を撤廃することができ
ゐ。
　アメリカ統一鉱山労働者組合が，アパラチア地域の炭坑労働者の北部・南部間賃金格差を廃止し
たのが，その典型的な例になるであろう。
　坑内熟練労働者を例にとるならば, 1933年９月における日賃金は北部で4.60ドル，南部で4.20
ドルであった。この場合の絶対的格差は0.40ドル，相対的格差は9. 5%である。　1939年４月にか
けて0.40，0.50，0.50ドルという３回の一律賃上げの結果，両地域の賃金に同額の1.40ドルが積
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み上げられ，北部で6.00ドル，南部で5.60ドルになった。この場合の絶対的格差は，従来通り，
0.40ドル，ただし相対的格差は7.1%に減少している。
　かつて賃金が4.60ドルと4.20ドルのとき, 0.40ドルの格差は大きいものとして感じられたが，
それに比べると, 6.00ドルと5.60ドルにとっての0.40ドルの格差ぱそれほど大きいものとは感じ
られない。相対的格差の縮小は，賃金水準が上昇したために, 0.40ドルの絶対的格差がある程度無
視しうる大いさになったことを示している。 1941年４月以降，両地域の賃金はともに7.00ドルに
高められ，地域格差が廃止されたのである。(3)
　アｙリカの北部・南部間の賃金の地域格差は歴史的制度的条件に支えられた強固なものである。
しかし，その賃金は職種別賃金であった。そうはいっても熟練労働者の職種別賃金のみが格差を廃
止されたのではない。同じ時期に，同じ方法で，坑外普通労働者の賃金格差も撤廃されている。た
だし，それらの格差撤廃に成功したのは，ニュー・ティール期の民主主義運動の先頭に立ったその
国で最も古い伝統をもつ産業別組合であった。
　この方法を年功賃金に適用しうるであろうか。
　製造業男子生産労働者の年齢階級別賃金を例にとってみよう。
　昭和39年には，17歳以下で13.3千円，40歳以上49歳以下で39.7千円であった。この場合の絶対
的格差は26.4千円，相対的格差は198. 5%である。　ベース・アップ闘争では平均賃上げ額が年々
大きくなる。昭和46年には，17歳以下で33.7千円，40歳以上49歳以下で85.3千円になっている。
この場合の絶対的格差は51.6千円，相対的格差は153.1%である。(‘)
　相対的格差は198. 5%から153.1%へ減少したが，絶対的格差は26.4千円から51.6千円へ増大
した。相対的格差の減少は，先に述べたように，労働組合の影響下に置かれていない新規学卒者の
初任給の上昇に，主として，依存している。
　年功賃金の格差は絶対的にも相対的にも大き過ぎた。これでぼ一律のベース・アップを積み重ね
ていっても，格差撤廃は困難であろう。その上，アメリカの例でも判るように，絶対的格差の縮
小，撤廃は全体の賃上げのなかでなされなければならないが，そのさいに高賃金労働者ダループ
は，低賃金労働者グループに比べて，賃金の上昇率は小さくなる。わが国め場合にも，そうなって
いる。しかし，そのために高賃金労働者が生活難に陥るのであれば，逆に，上厚下薄の配分によっ
て絶対的格差を拡大しなければならない。事態はまさにそのように動いた。
　これでは，ベース・アップ方式による年功賃金格差の廃止は不可能に近い，といわねばなるま
い。
　ところで，ここ数年間に見られた上述の年功賃金格差の変動には，一層重要な問題が含まれてい
る。
　ベース・アップ方式は在籍労働者の･賃金の平均的引上げを労使間の交渉題目にしたが，『白書』
もいうように，それは労働者間での賃金源資の配分という複雑な問題を提起した。
　その方式では，企業が支出した賃上げ分の源資を労働者間で配分することになるが，そのさい
に，一方の労働者グループが多く取れば，その分だけ他方のグループの取り分が少なくなる。
　したがって，若年層の賃金の額や上昇率が大きければ，中高年層の賃金はそれだけ上昇を妨げら
れる。この事情は，年功賃金の競争価格としての性格を一層強め，その上下幅を縮小させる原因に
なり，その低賃金構造としての性格を一層，際立たせることになった。
　他方では，もし何らかの理由で中高年層にたいして源資配分上の配慮を加えるならば，若年層の
賃金上昇に限度が生ずる。インフレと欲望向上のなかで，あるいは労務管理上の必要もあって，中
高年層の賃上げ分を大きくするならば，若年層の賃金は上昇を阻まれる。この事情は，年功賃金の
上下幅の縮小が進んでいるとはいえ，その縮小には常に限界があることを示している。
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　賃金源資の配分に当たって生ずるこの問題は額や率に関する量的問題にとどまるものではないに
のような源資の配分のもとでは，賃金と利潤との対抗関係は，賃金と賃金との対抗関係の背後
に隠れてしまう。そういう意味では，この問題は労使関係のあり方にかかおる質の問題ともなって
いる。
。つまり，ベース・アップ方式では，個々の労働者グループの賃上げ要求が賃金と賃金との対抗関
係のなかに埋没してしまい，その要求が直接，利潤と対決することはない。そこでは，賃金源資そ
のものの拡大を惹き起こすための条件が失われているので，いわゆる支払能力論は，慣行め面から，
支えられていることになる。（その条件とは，個別賃金要求である｡）
　それだけではない。ベース・アップ方式のもとで個別賃金の引上げ額について労使間で協議され
なかったということは，労働者側が源資の配分方法について権限をもっていたことを意味しない。
逆である。
　若年層の賃金の伸び率が大きいのは，労働組合の外にある新規学卒者の初任給相場の上昇のため
であった。これらの労働力を必要としたのは企業である。
　しかも，それらの賃上げ分を既存の賃金体系のなかの何れの項目の上に配分するかは，企業の判
断に委ねられる。
　これでは√上述の賃金と賃金との対抗関係は，企業が自由にしうる賃金とそうでない賃金との対
抗関係に，さらに，転化する。配分にたいする労働者の発言権は極めて小さい゛ものになり，源資そ
のものの増額を求めることもますます困難になる。
　したがって，ベース・アップ分の賃金源資そのものが，すでに，支払能力論の枠のなかに置かれ
ていた，と見なされるのであって，昭和41年から44年にかけての労働分配率の低下がそのことを証
明しているといえるであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・
　その上，大幅のベース・アップは企業による賃金体系の「合理化」のための機会をつくり出した。
　「合理化」は，賃金の全般的な上昇のなかで行なうならば，比較的労働者との摩擦を避けることが
できる。主として平均的賃上げについて交渉するベース・アッ,プ方式は賃金体系の「合理化」にた
いしては無力に近かった。
　生計費の上昇と「労働力不足」のなかで，全般的に上昇する賃金相場を賃金体系によっていかに
消化するか，は企業の判断に委ねられた。企業は既存の賃金体系に賃金項目や手当を加えたり，体
系そのものの改編を企てる。
　賃金体系が職務給または年功賃金で一本化している場合，賃金は相場賃金の変動に敏感に反応
七，上昇するであろう。
　そのため，企業は賃金体系のなかに職務給と年功賃金を同居させ，相場賃金の波及効果を減じよ
うとする。
　特に，若年層やある種の職種・職務に見られるように，相場賃金が年功序列や職務序列と無関係
に上昇するならば，他の労働者グループの賃金が一斉に高められる怖れがある。賃金体系め複雑化
はそれを抑えることができる。
　賃金源資の額を決定するのが企業である限り，ベース・アップ方式は企業による体系改編のため
の機会をつくり出すことになった。
　個別賃金要求では，全般的な賃上げのなかで，その要求が賃金全体にたいする支柱にな･るので，
自然に労働組合の意向を反映した源資の拡大をもたらすであろうし，そのなかで労働組合に｡よる賃
金体系改編の機会もつくられるであろう。
　ベース・アップ方式は一律賃上げの相場をつくり出し，賃金格差の縮小と撤廃を可能にするはず
であった。この格差のなかには，職種別，熟練度別等の正当格差も，年齢別等の不当格差も含まれ
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る。技術進歩のもとでは，賃金の正当格差も縮小されねばならない。
　しかし，その方式は，個々の労働者グループの賃金についての交渉を避けたために，年功賃金の
再編成を許し，日本的職務給を普及させることになった。
　個別賃金要求は，全般的な大幅賃上げのなかで賃金全体を支える物理的な支柱である。その支柱
があれば，企業による恣意的な賃金調整が困難になり，賃金源資は自ずと拡大されざるをえないで
あろう。それは賃金源資を直接，利潤と対抗する地位にまで高めることを意味する。こうして，支
払能力論を支える条件が動揺させられるであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　‾
　（註）
（1）前掲『昭和47年版　労働自書』96ページ。
（2）前掲『昭和48年版　労働白豆F』100―101ページ。
(3) John Ｒ. Abersold，　Ｐｒｏｂｌｅｍｓ　of　ＨｏｕｒりＲａtｅ Ｕｎｉｆｏｒmitｙ, Philadelphia, 1949, p. 57.
（4）労働大臣官房統計情報部編『労働統計要覧　1973年版』148ページ。
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　戦後の労働組合運動の特長の一つとして，支払能力論との理論闘争の必要が叫ばれたことが挙げ
られる。労働組合は支払能力論と対決するために，種々の理論を述べてきた。
　いわれるように，賃金が支払われるところに企業の支払能力がある。また，賃金は商品，労働力
の価格であり，それは企業の支払能力とは無関係に定まるものである。
　しかし，競争のなかで内部資金の蓄積に努める寡占企業にとっても，過当競争に悩む中小企業に
とっても，支払能力は皆無という口実が生まれる。具体的現実は「抽象」理論に優先する。労働者
に向かって，理論や思想面での対決を求めるのは無意味である。
　支払能力論を現実に支えている制度や慣行を崩すのが，実際的方法である。
　すでに考察したように，ベース・アップ方式はそれらを崩すことに成功しなかったが，それらを
崩すための手段を見つけ出すのに役立った。その手段が個別賃金要求である。
　ベース・アップ方式の欠陥は早くから知られていたので，その方式が用いられ始めた頃から個別
賃金要求はなされていた。しかし，その要求の数が増したのは最近のことである。
　個別賃金要求は幾つかの代表となる労働者グループの最低保障賃金を定め，それをもって全体の
賃金の支柱にする。この要求は労使間の交渉にかけられる。
　そのため，ベース・アップ方式のもとで見られた賃金と賃金との対抗関係は;ある程度，是正さ
れる。たとえば，特定労働者グループの賃金の上昇は，他の労働者の賃金全体が個別賃金要求を支
柱にして支えられているので，それらの賃金の上昇率の低下を惹き起こすのを，ある程度，避ける
ことができる。その場合，勿論，賃金源資の増大がもたらされる。賃金源資増大の可能性によっ
て，支払能力論は揺さぶられる。
　資本主義の賃金を論ずる限り，賃金源資の決定権を労働組合が完全に握ることを想定するのは誤
りである。そのようなことはありえない。
　そうではなくて，個別賃金要求を賃金全体の支柱にするならば，企業側の恣意的な賃金調整があ
る程度防がれ，その結果，賃金源資が自然に拡大されるようになる，というのである。個別賃金要
求によって，従来企業に握られていた賃金源資決定権が，直接，労働者の手に移るようになる，と
いうのではない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
｜　　　･●　　　　　　　　　　　　　　　　　■■
　勿論，個別賃金要求は最低保障賃金，それも主として年齢別の最低保障賃金を求めるものである
ので，その効果を過大視することはできない。
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　また／源資増大の可能性があれば，生計費原則を立てることができる。従来は，与えられた源資
のなかで生計費原則を求めていたのであるが，これでは原則が歪められざるをえない。
　現在，その原則は年齢別の生計費原則を指しているが，たとい年齢別の生計費であっても，それ
が賃金要求の中心に据えられるならば，そのことがまた源資の拡大をもたらすであろう。・
　ところで，中高年の賃金がかれらの生活を保障しないことから，従来のように18歳独身男子の生。
計費を基礎において年齢別生計費を組み立てる方法は，次第に改められつつある。
　特に，35歳ぐらいの年齢層の生計費が個別賃金要求のなかで重視されるようになったのは，それ
が単に企業や産業にとっての標準的年齢層であり，かつそれにもとづく要求が生活に苦しむ中高年一
層の賃金引上げに役立つということだけではなく，労働力の価値理論でいわれる標準家族の生活費
に労働者の目が向けられ始めたことを意味する点に，意義がある。
　もっとも，35歳では子供の年齢が低いので，その生計費は今問題になっている教育費や住居費を
充分に含んでいるとは思われない。労働力の価値に対応する標準家族の生活費は，もう少し高い年
齢層のそれになるであろう。
　賃金源資拡大の可能性があれば，労働組合が長年求めてきた労働の格付けも可能になる。
　労働の格付けは賃金の変動を伴うので，賃金の全般的上昇のなかで行なわなければならない。少･
数の労働者でも低く格付けされたために賃金が低下するようでは，労働の格付けは実施できない。
　ベース・アップ方式では，一応その機会がつくられたように見えたが，賃金と賃金との対抗関係ご
が表面化していたので，格付けは事実上，不可能であった。
　個別賃金要求に見られる１人前ないしは標準的労働者の最低保障賃金には，ある程度，労働の格一
付けが含まれる。
　標準家族の生計費を前提に，労働の格付けが可能になれば，横断賃金の形成へ，一歩，近づくこ。
とができる。
　賃金源資拡大の可能性は，さらに，相場賃金の企業等への導入を容易にする。
　特に，特定労働者グループの年功序列や職務序列を無視した相場賃金の形成は，源資の粋が企英
に左右されたときには，他の労働者グループの賃金の上昇を抑えたが，源資が拡大されるならば，
逆に，他の労働者グループの賃金を引き上げるであろう。
　また，源資拡大の可能性のもとでは，労働組合は新規学卒者の初任給や中途採用者の初任給と賞
金について発言することもできる。単なる労働力需要の逼迫のなかで上昇してきたこれらの相場賃丿
金に関して，労働組合が相場の形成に参加することが可能になる。
　以上，個別賃金要求を柱にして賃金源資の拡大が可能になるという前提のもとに，種々の問題に。
ついて考えてみた。
　個別賃金要求は，企業から業種，産業にわたる最低保障賃金を要求することによって，労働組合
から企業別組合の色彩を取り除くのに役立つだけでなく，要求そのものを一層強力なものにしてい･
る。
　しかし，現実には個別賃金要求は充分な成果を挙げているとはいえない。
　その具体的な一例として，賃金体系との関係を眺めてみたい。
　48年春闘での「鉄鋼製造および関連生産業務従事者の賃金体系上の理論最低値」と呼ばれる年齢
別最低保障賃金要求では，35歳の賃金要求額は66, 000円になっている。　それにたいして，獲得さ
れた家族手当込み，基本賃金は69, 500円である。　しかし，その内訳は基本給34, 360円，職務給
22,123円，職務加給2,986円，業績給8,681円，暫定給1,350円という複雑なものである。（1）
　年齢別最低保障賃金がこのように雑多な賃金項目から構成されねばならぬという，理論的根拠
は，おそらく，見出だせないであろう。
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　ところで，基本給は20歳から45歳まで５歳刻みで定められているが，35歳の基本給34, 360円は，
47年４月の１級地４人世帯の生活扶助基準44, 364円よりも低い。それは48年４月の人事院標準生
計費，４人家族（全国，30歳代）の87, 270円のほぼ２分の１であり，むしろ食料費34, 810円に近い。
新日本製鉄の春闘後の年齢別基準内賃金は35歳で113, 404円に達しているが，その基本給は50, 725
『に過ぎない。それに年功的職務給を加えても78, 226円である。‘’』人事院生計費よりも９千円低
χ,ヽ。
　個別賃金要求が，賃金体系のなかで，このように処理されているのは，最低保障賃金の性格を歪
めることになるであろう。
　それにもかかわらず，個別賃金要求は企業や業種や産業が必ず支払わねばならぬ賃金額を要求し
ている点て，わが国の賃金の歴史に新しい問題を投げかけている。
　わが国では，企業経営状態の如何にかかわらず，賃金が必ず支払われねばならぬものであること
が，比較的軽視されてきた。
　たとえば，賃金の先取特権は，賃金を企業にとっての第一の経費に高めるものであり，企業倒産
等のさいの賃金支払いを強制するものであるが，わが国ではそり特権は社会政策立法のなかで確認
されていない。
　最低賃金制は，必ず支払わねばならぬ賃金額を法によって定めるが，わが国の最低賃金論ではむ
しろ賃金の引上げに主眼がおかれ，そのことが比較的忘れられてきた。
　しかし，賃金が本来，そういう性質をもつかぎり，その性質は必ず表面に現れてくる。
　その一つの例が相場賃金である。すでに考察したように，新規学卒者の初任給をはじめとする相
場賃金の形成と普及は，使用者にたいして，企業経営のさいに一定の賃金額を予め念頭に置くよう
強制した。
　個別賃金要求では，労働組合は労使間で個々の個別賃金について交渉することによって，最低保
障賃金という形で賃金の一部を固定し，それが必ず支払われることを求めている。個別賃金要求が
賃金全体の支柱になることによって，支払能力論を支えてきた企業,の恣意的な賃金調整が困難にな
り，労働組合の意向を反映した賃金源資拡大の可能性が生み出されたのである。
　現在，個別賃金要求は企業を超えた要求であるために，かえって企業間の種々の格差の影響を受
けて，主として年齢別の最低保障賃金という形をとっているが，標準生計費にもとづく労働の格付
けの可能性も徐々に生まれつつあるので，労働組合の力による賃金の横断化や相場賃金形成への
道は開かれっつある，といえよう。　　　　　　　　　　　l　d1
　個別賃金要求の意義は個別労働者グループの意向を反映した要求であるが，それだけに留まるも
のではない。まさにそうした要求であるために，多くの可能性に富んでいる，といえよう。
　　（註）
　（1）「本年春闘後にみる新日本製鉄の個別賃金」r労政時報丿第2189号，昭和48年９月７白，49ページ。
　（2）同上，48ページ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和48年９月27日受理）
